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（３）法人事業税（県税）

法人税法上の収益事業を行う場合の収益事業から生じた所得に対して課税されます。

年間所得 400万円以下の部分

年間所得 400万円を超～800万円以下の部分

年間所得 800万円超の部分

（ただし、令和元年 10月１日以降に開始した事業年度に適用される税率）

（４）その他の税

上記（１）～（３）の他に課せられる主な税は、国税としては、消費税、印紙税など、県

税として、不動産取得税、自動車取得税、自動車税など、市町村税として、軽自動車税、固

定資産税などがあげられます。

3.5％

5.3％

7.0％
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１０ 変更の登記

■登記に関する詳細は、事務所の所在地を管轄する法務局にお問い合わせください。

（１）変更の登記

NPO法人の設立登記を行った後、定款、役員等の変更により、登記事項に変更があった場合は、

主たる事務所の所在地においては２週間以内に変更の登記をしなければなりません。

登記事項の変更

事務所の所在地

理事（代表権の制限に関する定めがある場合は代表以外の役員登記は不要）

定款変更（登記している事項に変更があった場合）

（２）その他の登記

（１）の他に、合併、解散等などの場合に登記を要しますので注意してください。

主たる事務所を管轄する法務局 → ２週間以内
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